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窓口業務のアウトソーシング

による書面チェック省力化

○総合窓口によるワンストップ化 ○申請書様式の統合・電子化

○窓口業務のアウトソーシングによる書面審査の省力化

平成２９年○○月○○日
総務省自治行政局行政経営室長　殿
地方公共団体の名称

代表者の職　代表者の氏名　　印
業務改革モデルプロジェクトに係る提案事業の募集に係る提案書の提出について
業務改革モデルプロジェクトに係る提案事業の募集に係る提案書について、別添のとおり提出します。
業務改革モデルプロジェクトに係る提案事業提案書（記載イメージ）

○　事業の名称

	


○　事業概要等

	事業概要


	（提案事業の簡潔な概要を記載すること。）

	事業費
	（概算見積額（様式３）の合計額を記載すること。）

	実施期間
	（平成３０年２月２８日を超えない期間を記載すること。）


○　提案者連絡先

	担当者の所属
	

	担当者の職・氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	電子メールアドレス
	


※　必要な場合は、適宜記載欄の大きさ等を変更して差し支えない（以下同じ。）。
１　庁内の事業推進体制、事業内容及び目標とする成果について
	庁内の

事業推進体制
	構築する事業推進体制



	事業内容
	①業務フローの見直し内容等

・各窓口で取り扱っている手続や庶務業務の現在の処理手順とその業務フローが抱える課題、採用する業務改革の基本的な方向性（活用するアウトソーシングの規模・内容等を含む。）を記載すること。
※業務フローの記載例

・その過程で実施するＢＰＲの手法を利用した業務分析、実施計画の策定及び効果的な業務フローの選定の基本的な実施計画を記載すること。
②その他付随する事業（実施予定のものを幅広に記載下さい。）



	目標と
する成果
	



２　民間事業者の活用
	連携する
民間

事業者
	名称・氏名
所在地・住所


	業務分担の範囲・実施体制
	



　※　連携する民間業者が複数の場合は適宜記載欄をコピーして記載すること。
３　提案事業の新規性・先駆性その他特記事項
	


※　提案事業の新規性・先駆性やその他特に記載すべき事項がある場合に記載すること。
４　計画工定表

　別紙様式により、提出すること。

（様式１）





・事業推進のための庁内の組織体制を記載すること。


　（例）規模（人数）、組織機構上の位置付け（内部組織、附属機関、ワーキンググループ等）、責任者の職位（首長／部局長級／課長級等）


・外部有識者、民間事業者等の有無、規模等を記載すること。


・自治体の行政改革計画における、当該提案事業の位置付けを記載すること。（現状位置付けがない場合は記載不要。）











・業務フローの見直しに付随して必要となる、システム改修や申請書様式の改正、窓口の改装工事等の事業の内容。








・歳出効率化等の目標とする成果の指標（窓口における住民の待ち時間の短縮、クレーム対応等の職員負担の軽減、住民満足度の向上、人件費や委託料等の所要経費の節減等）を記載すること。


・目標とする成果を把握する方法の基本的な考え方を記載すること。








・提案事業の過程で連携する民間事業者との事務分担の範囲及び実施体制（アウトソーシングの規模・内容）等。











